様式第１号（第2条関係）
	固定資産税課税免除申請書

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
浪江町長
　　　　　　　　　　　申請者　　
	住所又は所在地
	

	氏名又は名称及び
	

	代表者氏名
	[bookmark: _GoBack]

	（申請担当者職氏名）
	

	電話番号
	


次のとおり固定資産税の課税免除を受けたいので、浪江町企業立地促進区域及び避難解除区域等における町税の特例に関する条例第５条の規定により申請します。

	

課税免除の要件
	※区　分
	
	※

	
	業　種
	
	製造品目
	

	
	新（増）設に係る企業立地施設等又は
復興再生施設等の取得額の合計額
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	新（増）設に係る増加雇用者数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	課税免除を受けようとする固定資産
	年度又は事業年度
	　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	
	土
　　地
	所在地・地番
	地目
	面積（㎡）　
	取得年月日
	取得価額
（円）
	建物の建設着手年月日

	
	
	
	
	
	　年　月　日
	
	　　　年　月　日

	
	
	
	
	
	　　　年　月　日
	
	　　　年　月　日

	
	家

屋
	所在地・
家屋番号
	構造
	用途
	延べ床面積（㎡）
	取得年月日
	取得価額
（円）
	事業の用に供した年月日

	
	
	
	
	
	
	　　　年　月　日
	
	　　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	　　　年　月　日
	
	　　　年　月　日

	
	償却資産
	設備の種類
	数　量
	取得年月日
	取得価額
（円）
	事業の用に供した年月日

	
	
	
	
	　　　年　月　日
	
	　　　年　月　日

	
	
	
	
	　　年月日
	
	　　年月日


※欄は記入しないでください。
添付書類　1　福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）第20条第3項の認定又は同法第38条の確認を受けたことが確認できる書類
　　　　　2　企業立地促進区域内又は避難解除区域等内における対象施設等である家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地の取得が確認できる書類
　　　　　3　前項の土地については、その取得の日の翌日から起算して1年以内に当該土地を敷地とする家屋の建設の着手があったことが確認できる書類
　　　　　4　その他町長が必要と認める書類

